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１． はじめに

　

学校はすべての子どもに等しく教育を受ける権利を保障し， 国民的教養の基礎を獲得させ， 心身

共に健康な国民として育っていくように， その役割を果たすことが目的である． 学校での系統的，

組織的， 集団的教育を通じて子どもたちは， 人類の普遍的な文化的価値を自らのものとし， 人間的

能力を多面的に発達させ， 個性をのばすことができるのであるから， 学校の教師は科学についての

高度な専門的知識を有しているばかりではなく， 子どもの発育発達についての科学的認識と社会の

歴史的進歩についての深い洞察力を身につけていることが必要である。 とりわけ学校における子ど

もたちの健康の保持増進を目ざす学校保健の専門的実践者１）である養護教諭は， 健康に関する高度

な専門的知識・技術をもたなければならないことについては， 誰も異論のないところであるが， 実

際にはこうした専門的知識技術を身につけることは， 容易なことではない． それは養護教諭の養成

の段階で完結するようなものではなく， 養成， 採用， 現職教育・研修といった一連の過程において

形成されるものであると考えられる． 養護教諭の養成の段階は， その基礎的な教育であり， 現職養

護教諭としての日常不断の自主的研修によって， はじめてその専門的資質の形成と向上がはかられ

るものである． 現行制度において， 研修の重要性については教育公務員特例法（１９・２０条）， ＩＬＯ

ユネスコの 「教員の地位に関する勧告」 などに基本的視点もこ立った細部について指摘している。

今日， 子どもをとりまく社会環境の急激な変化と健康問題の変化変容の中で， それに対応しうる

養護教諭の専門的能力の形成と向上をいかにはかっていくか， さらに専門的能力を支える研修をい

かに保障していくかは， 養護教諭の 「専門職性」 との関連で追求しなければならない重要な課題で

ある。 すなわち学校において養護教諭が専門職として高度な知識技術を発揮し， 独自の地位を確立

していくためには， それに対応する研修活動が必要不可欠の条件である．

　

本研究は， 北海道における現職養護教諭の校外研修活動及び学会活動の実態とそれらの実態が

小・中・高校別， 経験年数別， 出身養成機関別， 学校規模 （児童生徒数） 別にどのように異なるか

を知ること， 同時に養護教諭の専門的資質の形成と向上を目的とする現職研修のあり方の基礎資料

を得ることを目的とする。

　

２． 研究方法

　

北海道の現職養護教諭１，０００名（小学５００名， 中学３００名， 高校２００名）を対象に質問紙を送り，

６５２名 （小学３１６名・６３．２％， 中学２０３名・６７．７％， 高校１１３名・６６．５％， 計６５．２％） から回答を

（２６）
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調査内容は， 校外研修会（研究会）への参加と回数について， 研修会参加時の代行体制について，
研修会参加時の旅費・宿泊費の確保について， 日本学校保健学会・北海道学校保健学会への加入・

参加について， 研究会・研修サークル等への加入ｏ参加について， 研修 （研究） テーマとその発表

についてなどであった。

調査期間は， 昭和５５年７月１日より８月３０日までであった。

　

３。 結果と考察

１） 校外研修会への参加と回数について

過去一年間における校外研修会への参加と回数については， 表１に示すとおりである。 主として

教育委員会が主催した研修会 （以下公的研修会とする） へ「参加した」とする．ものは，３７２名 （５７．
１％）であり， 参加回数は一回参加１９４名（５２．２％）， 二回参加８７名（２３．４％）， 三回以上参加８７名

（２３．４％） であった． また主として教育委員会以外の研修団体が主催した研修会 （以下私的研修会

とする） へ 「参加した」 とするものは，２７７名 （４２．５％） であり， 一回参加１０６名 （３８．３％）， 二回

参加７０名 （２５．３％）， 三回以上参加９２名 （３３．２％） であった。
校種別に 「参加した」 とするものをみると， 公的研修会において高校 （６２名・４６．７％） は， 中学

（１２５名ｏ６１．６％）， 小学 （１８５名・５８．５％） に比べて低率であった （Ｐ＜０．０５）。 私的研修会におい

ては， 有意な差は認められなかったが， 公的研修会と同様な傾向がみられた． なお参加回数につい

ては， 差は認められなかった．

経験年数別に「参加した」とするものをみると， 公的研修会において， ３年未満のもの（１３９名・

衷１

　

校外研修会への参加と回数について

　　　

（過去一年間）

小学校（３１６） 中

　

学 ＠０３） 高

　

校（１３３） 計

参

　

加

　　

し

　　

た
１８５（５８，５）

１３２（４１．８）

１２５（６１，６）

９２（４５，３）

６２（４６，６）

５３（３９，８）

３７２（５７，１）

２７７（４２，５）

参 加 しな か った
１３１（４１．５）

１８４（５８，２）

７８（３８，４）

１１１（５４，７）

７１（５３，４）

８０（６０，１）

２８０（４２，９）

３７５（５７，５）

１ 回 参 加

　

し

　

た
９０（４８，６）

４６（３８．８）

６７（５３，６）

３５（３８，０）

３７（５９，７）

２５（４７，２）

１９４（５２，２）

１０６（３８，３）

２

　

回 参 加

　

し

　

た
４６（２４，９）

３２（２４．２）

２８（２２，４）

２０（２１，７）

１３（２１，０）

１８（３４．０）

８７（２３，４）

７０（２５，３）

３回以上参加した
４７（２５，４）

５２（３９．４）

２８（２２，４）

３２（３４．８）

１２（１９．４）

８（１５，１）

８７（２３．４）

９２（３３．２）

無

　　　

反

　　　

応
２（１，１）

２（１，５）

２（１．６）

５（５，４）

Ｏ

２（

　

３，８）

４（１，１）

９（３，２）

（

　　

）％

上段：主として教育委員会が主催したもの。
下段：主として教育委員会以外の研修サークルが主催したもの。
注） 二短：２年制短大、 三短：３年制短大、 四大：４年制大学、二養：２年制養成所

　

三養：３年制養成所、 看＋１：看護学校プラスｉ年、その他：看護学校他

（２７）
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７０．６％）， ９年以上１２年未満のもの （２５名・６０．５％），２０年以上のもの （２８名・５４．９％） の順で高

率を示した． しかし全体的にみると，１２年未満のもの （３１５名・６２．０％） は，１２年以上のもの （４８

名．３８．７％） に比べて高率であった （Ｐ＜０．０１）． また私的研修会については， １年以上１２年未満

のもの （２２４名・４７．６％） は， それ以外のもの （５２名・２８．７％） に比べて高率であった （Ｐ＜０．０５）．

　

出身養成機関別（表１注） 参照）に 「参加した」 とするものについてみると， 公的研修会において

「二短」（１６８名・６３．９％），「四大」（１３名・６８．４％） が高率であった （Ｐ＜０．０５）． また私的研修会

では，「三短」（１５名・６８．２％） が高率であった．

　

「参加しなかった」 とするものについてみると， 私的研修会において，「四大」（１８名・９４．７％）

が高率であった （Ｐ＜０．０１）．

　

学校規模別に 「参加した」 とするものについてみると， 有意な差は認められなかったが児童生徒

数１００名以下の学校の養護教諭は， 公的 （９２名・６４．８％）， 私的 （６８名・４７．９％） いずれの研修会

も他に比べて（公的研修会では１００～５００名：１５４名・５９．０％， ５００～１，０００名：７４名・４９．３％， １，０００

名以上：５２名・５２．５％， 私的研修会では， １００～５００名：１０８名・４１．４％， ５００～１，０００名：６１名・４０．

７％，１，０００名以上：４０名・４０．４％） 高率の傾向を示した．

　

「参加しなかった」理由についてみると， 公的研修会において，「多忙のため」５６名 （２０．０％），

「案内がなかったし， 開催されなかった」 とするもの６５名 （２３．２％），「旅費・宿泊費がない」 ７名

（２．５％） などであり， 私的研修会においては，「多忙のため」１１８名 （３１・５％），「思想的にあわな

い研修会だから」３８名 （１０・１％）「案内がなかった」２４名 （６・４％），「旅費・宿泊費がないし， 違

路だから」１９％（５．７％），「私的研修会に所属していないし， 養護教諭が不在になるから」２８名（７．

５％），「無記入」１７９名 （４７．７％） であった．

　

校種別に 「参加しなかった」 理由をみると， 高校において， 公的研修会では 「案内がなかった」，

私的研修会では 「思想的にあわない研修会だから」 とするものが， 小学・中学に比べて高い傾向を

ノ示した．

　

経験年数別に 「参加しなかった」理由をみると， 私的研修会において，１２年以上のものに「思想

的にあわない研修会だから」 とするものが高率であった （Ｐ＜０．０５）．

　

学校規模別に 「参加しなかった」 理由をみると， 公的私的研修会いずれも１，０００名以上の大規模

校ほど「多忙だから」とするものが，１００名以下の小規校ほど「案内がなかったから」「遠路だから」

とするものが高率の傾向を示した．

　

研修会への参加は， 養護教諭としての専門的資質の形成と向上をはかるためのものであり， 特に

参加回数が多くなるほど，学校保健全体の充実発展と有意に関連すること２）からみて，きわめて重要

な問題といわなければならない． また公的研修会に比べて私的研修会への参加が低率であるのは，

旅費・宿泊費の問題， 代行体制の問題などによるものと思われる． さらに参加回数について， 公的

研修会は私的研修会に比べて一回参加が高率であるのに対して， 三回以上参加にいては， 私的研修

会が高率であったのは注目に値する．

　

校外研修会へ「参加しなかった」とするものは， 公的研修会２８０名（４２．９％）， 私的研修会３７５名

（５７．５％） であった． そしてその主な理由として 「多忙だから」 を多くあげていることは， 養護教

諭の一校一名配置制度がいかに研修の機会を， また学校保健の充実発展を阻害しているかを示して

いる． また 「参加しなかった」 理由を求めたにもかかわらず 「無記入」 であったものは， 公的研修

において１２２名（４３．６％）， 私的研修会において１７９名（４７．９％）であったことは， 養護教諭自身の

研修意識という点から注目しなければならない．

　

「参加した」 とするものについて， 高校が小学・中学に比べて低率であったことは， 高校ほど経

（２８）
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験年数の長い， いわゆるベテラン養護教諭が配置されているためであろうと考えられる。 また３年

未満のもので公的研修会へ「参加した」とするものが高率であったのは， 教育委員会の主催する「新

任教員研修会」 が１年目に集中しているためではないかと思われる． また私的研修会において， 特

に１２年以上のもの （３１名，２５．８％） の参加が， １年以上１２年未満のもの （２２４名，４７．６％） に比

べて低率であったことは注目しなければならない．

　

児童生徒数１００名以下の小規不歎効こおいて 「参加した」 とするもの （公的研修会９２名・６４．８％，
私的研修会６８名・４７．９％） が高率の傾向を示したのは， 北海道においては， 小規模校ほど「新卒養

護教諭」 を， また経験年数の短かい養護教諭を多く配置していることを示している．
２） 代行体制と旅費・宿泊費について

　

校外研修会参加時の養護教諭の代行体制が「できている」とするものは，３２２校（４９．４％），「でき

ていない」とするものは，３３０校（５０．６％） であった． 校種別に「できている」とするものについて

みると， 小学１２１校（３８．３％）， 中学９８校（４８．３％）， 高校１０３校（７７．４％） で高校が高率であった

（Ｐ＜０．０５）． また経験年数別についてみると，１５年以上のもの （６２名・６９．７％） は，１５年未満の

もの （２６０名・４６．２％） に比べて高率であった （Ｐ＜０．０５）． さらに学校規模別にみると，１，０００名

以上の大規ホ鄭交（６４校・６４．６％） は，１，０００名未満の小中規模校父（２６８校・４８，５％） に比べて高率で

あった （Ｐ＜０．０１）． なお出身養成機関別による差は認められなかった．

　

養護教諭の校外研修会参加時の代行体制は，経験年数の長いもの，高校ほど，大規模学校ほど「代

行体制ができている」 が， 経験年数， 校種， 学校規模にかかわらずすべての学校の養護教諭の研修

を確保するために， さらに学校保健の認識や関心を高め， 全職員のものとするために 「代行体制」

が組織されるべきものである． しかし現状では不充分といわなければならない．

　

”代行体制ができている” ということは， 校外研修会出席のため不在になった養護教諭のしごと

を他の１人の教職員が代行し， 養護教諭と同じしごとをするということではなく， 養護教諭が不在

のときでも， 学校保健活動， 特に保健管理に支障や困難が生じないような学校保健体制が組織され

ている （日常的に） ということである．

　

旅費・宿泊費については， 公的研修会の参加時に「公費が確保されている」とするものは，２７２名

（４１．７％） であり，「公費が確保されていない」は，３８０名 （５８．３％） であった． また私的研修会参

加時に「私費で参加した」とするものは，３６９名 （５６．６％），「公費で参加した」４０名 （６，１％），「私

費と公費で参加した」（公費補助」１５１名 （２３．２％） であった． 校種別に公的研修会参加時「公費が

確保されている」とするものは， 小学１２１名 （３８．３％）， 中学７７名（３７．９％）， 高校７４名 （５５．６％）

で高校が高率であった （Ｐ＜０．０１）． また経験年数別にみると，２０年以上のもの （２８名・５４．９％）

は，２０年未満のもの （２４４名・４０．６％） に比べて高率であった （Ｐ＜０．０５）． さらに出身養成機関別

にみると， 有意な差は認められなかったが， 私的研修会参加時において，「私費で参加した」とする

ものは，「四大」１４名（７３，７％），「看＋１」４３名 （６１．４％），「二短」１５０名（５７．０％），「三養」５２名

（５６．５％），「二養」７３名 （５０．３％），「三短」１１名 （５０．０％），「その他」１６名 （３９．０％） で「四大」

は， 他に比べて高い傾向を示した．
校外研修会参加時の旅費・宿泊費については， 年々増額確保されていると思われるが， 未だ充分

とは云いがたく， 公的研修会参加時に５割以上確保されていないとしている． 研修のための旅費・

宿泊費の増額が望まれる．

３） 学校保健学会への加入と参加について

　

日本学校保健学会の会員になっている養護教諭は，２７名（４．１％）であり， 北海道学校保健学会の

（２９）
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会員になっているものは，９１名 （１４．０％），であった． さらにその参加状況についてみると， 日本学

校保健学会については，「毎年参加する」 としたものは， 皆無であり，「ときどき参加する」 とした

ものは， ８名 （２９．５％）であった． さらに北海道学校保健学会については，「毎年参加する」とした

もの３名 （３．３％）≠「とぎどき参加する」 としたもの３７名 （４０．７％） であった．

　

学会未加入の理由については， 日本学校保健学会について，「存在を知らない」１０９名（１７．４％），

「多忙であるし， 他の会に加入している」５７名 （９．１％），「加入方法・学会の内容がわからな，い」４５

名（７．２％）「関心もないし， 意欲もない」１１名（１．８％）などであった． また北海道学校保健学会に

ついて，「学会の内容がわからない」１５５名（２７，６％），「関心もないし， 意欲もない」５６名（１０．０％），

「多忙でもあるし， 他の会に加入している」３９名 （６．７％） などであった．

校種別に日本学校保健学会への加入をみると， 小学１２名（３．８％）， 中学９名（４．４％）， 高校６名

（４．５％）であり， 参加状況については，「ときどき参加する」で， 小学２名（１６．７％）， 中学３名（３３．

３％）， 高校３名（５０．５％）であった． さらに北海道学校保健学会についてみると， 加入は小学４４名

（１３．９％）， 中学２５名（１２．３％）， 高校２２名（１６．５％） であり， 参加状況については，，「毎年参加す

る」 は小学のみ３名 （６．８％），「ときどき参加する」 については， 小学１５名 （３４．１％）， 中学１１名

（４４．０％）， 高校１１名 （５０．０％） であった． いずれも有意な差は認めら．れなかったが， 全体的に高

校が高い傾向を示している．

　

経験年数別に北海道学校保健学会への加入をみると，１５年以上のもの１７名 （１９．１％） は，１５年

未満のもの７４名 （１３．１％） よりも高い傾向を示している．

　

出身養成機関別についてみると， 北海道学校保健学会については，「三短」４名（１８．２％）が， 日

本学校保健学会については，「三養」 ６名 （６．５％）「四大」 １名 （５．３％） で他に比べて高率を示し

た．

　

以上現職養護教諭の学校保健学会への加入率は， きわめて低率であり， 参加状況も低調であるこ

とが理解できる． このことは時間的問題， 地理的問題， 経済的問題などが加入・参加にとって障害

になっている要因と思われるが， 学会未加入の現職養護教諭から 「存在を知らないから教えてほし

い」「入会方法を知らせてほしい」などとする意見が多数あり， 特に３年未満のものから多かったこ

とは注目に値する． また未加入理由として 「意欲も関心もない」「加入しても役に立たない」「学会

の内容かわからない」 などとする意見も多い． このことに対しては， 養成段階及び現職教育の段階

において， その意義や存在について知らせると同時に， 学会や学会員による情報提供やＰＲが必

要であろう。 特に学校保健の専門的実践者である養護教諭は， 学会において学校保健学の今日的研

究成果や動向などを充分に認識しておくことが必要である． 学会への加入参加についてのみ 「専門

職性」 を云々することはできないと思われるが， 少なくとも現在のような多様でしかも変則的養成

制度のなかでは， 学会加入・参加が養護教諭の専門的資質の形成と向上をはかっていく基盤として

認識していくことが重要であろう．

　

出身養成機関別にみて， 有意な差は認められなかったが， 養成機関の長い養護教諭ほど， 学会の

加入率が高率の傾向を示したことは興味深い．

４） 私的研修会 （研究会）・サークルへの加入と参加について

　

私的研修会等へ 「加入している」 とするものは，５７８名 （８８．７％） で，「加入していない」とする

ものは，７４名（１１．３％）であった．「加入している」としている研修会は， 全北海道， 各支庁， 市町

村の養護教諭部会がそのほとんどであったが，「教育に関する研究会」「精神衛生研究会」「性教育に

関する研究会」「学校保健に関する研究会」 等への加入・参加が増加の傾向にあった． なお養護教諭

（３０）
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１人当りの私的研修会への加入率は， 小学１．８， 中学１．７， 高校１．４であった．

５） 研修会におけるテーマについて

　

現職養護教諭が今後もちたい研修会における

　

衷２

　

現職養護教諭の今後もちたぃ研修会のテーマ

テーマについては， 表２に示すとおりである． 保

　　　　　

にっぃて

　　　　　　　　　　　

（

　

）％

健指導について１００名（１５．３％）， 子どもの健康実

　　　　

プ

　　　　　　　

マ

　　　　　

ｎ＝６５２

態について９２名（１４．１％）， 性教育について７２名

　

保健指導に関するもの

　　　　　　

１００（１５，３）
（１１．０％）， 精神衛生について５２名 （８．０％）， 保

健認識の向上について４９名 （７．５％） であり， 「無

　

精神衛生に関するもの

　　　　　　　

５２（８，ｏ）

回答」 としたものは， ２３５名 （３６，０％） であった．

　

安全に関するもの

　　　　　　　　　

２２（３，４）

校種別にみると高率を示したものは， 小学では，

　

性教育に関するもの

　　　　　　　　

７２（１１，０）保健指導について４９名 （１５．５％）， 性教育につい

て４５名（１４．２％）， 子どもの健康実態について４０

　

救急処置に関するもの

　　　　　　　

２７（４．１）

名 （１２．７％） であり， 中学では， 子供の健康実態

　

子どもの健康実態こ関するもの

　　　

９２（１４，１）
について３４名（１６．７％）， 保健指導について３１名

（１５．３％）， 性教育について２１名 （Ｉｏ．３％） であ

　

養護教諭の専門性に関するもの

　　　　

２３（３，５）

り， 高校では， 精神衛生について２６名（１９．５％），

　

子どもの保健認識の向上に関するもの

　　

４９（７．５）

保健指導について２ｏ名 （Ｉ５．ｏ％）， 子どもの健康

　

学校保健と養護教諭に関すること

　　

１５（２，３）実態について１８名（１３．５％）であった。 経験年数

別についてみると，性教育について１２年未満のも

　

学校保健全体＆こ関するもの

　　　　　　

３３（５，１）

の （６６名。Ｉ２．５％） は， それ以外のもの （６名ｏ

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　

５（ｏ．８）
４．８％） に比べて高率であった （Ｐ＜０．０５）． また

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

無

　　

回

　　

答

　　　　　　　　　　　

２３５（３６，０）精神衛生については， 経験年数が増すほど高率の

　

…

傾向を示した。 出身養成機関別に最も高率を示し

たテーマは，「二短」は保健指導について４３名（１６．
３％），「三短」 は子どもの健康実態について３名 （１３，６％），「四大」 は保健指導について４名 （２１．
１％），「その他」は健康と安全について７名（１７．１％），「二養」は保健指導について及び子どもの健

康実態について各２４名（各１６．６％），「三養」は子ども健康実態について１９名（２０．７％），「看＋１」
は保健指導について１２名（１７，１％）などであった。 学校規模別にみると， 精神衛生について大規模
校になるほど高率の傾向を示した。

　

以上現職養護教諭の今後もちたい研修テーマの上位３つは， 小・中学で保健指導， 子どもの健康
実態， 性教育であり， 高校では精神衛生， 保健指導， 子どもの健康実態である． これらはそれぞれ
児童生徒の発育発達に応じた学校保健学上の今日的問題であり， 養護教諭の研修ニーズに反映した
ものと考えられる． しかし約３人に１人の養護教諭が 「無回答」 であったことは， 身近かなしかも

具体的なテーマをもつことによって積極的に養護活動を実践することができるという点からする
と， 研修意欲， さらには問題意識の低調さを示しているものとして注目しなければならない。

プ

　　　　　　

ー

　　　　　　　

マ ｎ＝６５２

保健指導に関するもの １００（１５，３）

精神衛生に関するもの ５２（８，０）

安全に関するもの ２２（３，４）

性教育に関するもの ７２（１１，０）

救急処置に関するもの ２７（４．１）

子どもの健康実態に関するもの ９２（１４，１）

養護教諭の専門性に関するもの ２３（３，５）

子どもの保健認識の向上に関するもの ４９（７．５）

学校保健と養護教諭に関すること １５（２，３）

学校保健全体に関するもの ３３（５，１）

そ

　　

の

　　

他 ５（ｏ．８）

無

　　

回

　　

答 ２３５（３６，ｏ）

６） 研修テーマの発表について

研修会において， 発表の 「経験がある」とするものは，３０７名 （４７．１％） であり，「経験がない」
ものは， ３４５名（５２．９％）であった． 発表テーマについては， 表３に， また発表した研修会名につい

ては表４に示すとおりである。 発表テーマについては， 保健指導に関するとの１０３名（３３．６％）， 次

（３１）



片

　

岡

　

繁

　

雄３２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

表３

　

研究発表したテーマについて

　　　　　　　　

表４

　

研究発表した研修会名について

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　　

）％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　　

）％

発表した研修 会名 ｎ＝３０７

学校保健研究会（公的） ４５（１４．６）

養護教諭部会の研究会 ９４（３０．６）

学校保健研究会（私的） ３７（１２．１）

校 内 研 究 会 ３０（９．８）

教員組合が主催する研究会 １８（５．９）

北海道学校保健学会 ３（１．０）

無

　　

回

　　

答 １１０（３５．８）

テ

　　

ー

　　

マ

　　

名 ｎ；３０７

保健指導に関するもの １０３（３３，６）

保健室運営に関するもの ２２（７，２）

保健学習に関するもの １７（５．５）

子どもの健康実態に関するもの ７０（２３．５）

救急処置に関するもの ４（１．３）

カウンセリングに関するもの ７（２．３）

保健組織に関するもの ２８（９．１）

盤

　　

回

　　

答 ９７（３１，６）

いで子どもの健康実態に関するもの７０名（２３．５％）などであった． なお発表したテーマに対して「無

回答」 であったものは，９７名 （３１．６％） であった． 発表した研修会名については， 養護教諭部会の

研修会９４名 （３０．６％）， 次いで公的研修会４５名 （１４．６％）， 私的研修会３７名（１２．１％）などであっ

た．

校種別に 「発表経験がある」 とするものには， 有意な差は認められなかったが， 発表した研修会

名については， 高校において養護教諭部会の研修会が（２８名・４０．６％）， 小学において私的研修会（２３

名・１５．４％）が高率を示した． また発表テーマについては， 保健指導において， 小学（６５名・４３．６％）

は， 中学 （２３名・２５．８％）， 高校 （１５名・２１．７％） に比べて高率であった （Ｐ＜０．０５）。

　

経験年数別に「発表の経験がある」とするものをみると， ６年未満のものは１２７名（３２．４％）， ６

年以上１２年未満のものは８９名 （６５．４％），１２年以上のものは９１名 （７３．４％） であり， 経験が増す

ほど高率であった（Ｐ＜０．０５）． 発表した研修会名については， 公的研修会において，１２年以上のも

の （２１名ｏ２１．６％） は１２年以下のもの （２４名・１１．１％） に比べて， また養護教諭部会の研修会に

おいて， ３年以上１２年未満のもの （６５名，３６．３％） はそれ以外 （２９名，２２．７％） に比べて， 私的

研修会において， ９年以上２０年未満のもの（１４名，１８．４％）はそれ以外のもの（２３名，９．７％）に

比べて高率を示した．なお学校保健学会での発表経験者は，すべて１５年以上の経験者であった．ま

た発表したテーマについてみると，精神衛生，・学校保健組織などは２０年以上のものに，保健指導保

健室運営， 保健学習， 子どもの健康実態などは２０年未満のものに高率を示した．

　

出身養成機関別に 「発表の経験がある」 ものについてみると，「四大」 １名 （５．３％），「三短」 ５

名 （２２．７％） は，「二短」１０６名 （４０．３％），「その他」２８名 （６８．３％），「三養」４７名 （５１．１％），「二

養」７３名 （５０．３％），「看十１」４７名 （６７．１％） に比べて低率であった （Ｐ＜０．０５）． 特に 「四大」

は新卒２年目であり発表の機会が少ないためであろう．「三短」は看護婦養成の機関であり， 子ども

の心身の健康問題を教育研修会の場で発表することに積極的になれないのではないかと思われる．

学校規模別についてみると， 大規模校になるほど「発表経験がある」 とするものが高率を示した．

また 「発表した研修会名」 についてみると， 小規模校ほど校内研修会， 私的研修会で， 大規ホ莫校ほ

ど公的研修会での発表が高率を示した． また発表テーマについては， 小規ホ莫校ほど保健指導， 保健

（３２）



現職養護教諭の研修に関する調査研究（１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

現職

　

言

　　

論の研‘多に

　　

るコロ

　

ー光

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３３

室運営に， 大規模校ほど精神衛生に高率を示した

７） 現在の研究テーマについて

　

現在， 研究テーマをもち 「研究している」 とす

　

表５

　

現職養護教諭の現在研究中の課題について

るものは， ３３４名 （５１．２％） であり， 「研究してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（

　

）％

ない」 とするものは， ２２８名 （４８．４％） であった． 課

　　　　　　　

題

　　　　　

ｎ＝３３４

研究テーマについては表５に示すとおりである。

　

疾病予防に関するもの

　　　　　　　

５６（１６．８）
そして 「研究している」 とするもののうち， 何ら

かの研修会に発表しようと思っているものは，１８２

　

学校安全に関するもの

　　　　　　　　

８（２．４）

名 （５４．５％） であった．

　　　　　　　　　　　　　

登校拒否， 脊柱異常， 肥満などの健

　　

９３（２７，８）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

康問題について

一驚要言濁黒磯題号し、瑠
拒を 霧 穐 健康問題の発見に関するもの

　　

３７（１１．１）

力，う歯などの疾病予防について」５６名（１６．８％），

　

保健教育（学習）に関するもの

　　　　

５９（１７，７）

「保健教育（学習，性教育を含む）」５９名（１７．７％），

　

養護教諭の専門的機能にっいて

　　　　

２５（７，５）
「子ども健康問題の発見」３７名（１１．１％），「保健

指導 （保健の行動化） について」３１名 （９．３％） な

　

学校保健組織に関するもの

　　　　　

１１（３，３）

どであった。 校種別に研究テーマをみると， 小学

　

力ゥンセリングに関するもの

　　　　

１７（５，１）

や漁微力緊電 磁繋留防禦風雲孝ふ 保健の行動化（指導）‘訓、 ” （９，３）
健指導」２０名 （１２．０％）が， 高校では， 「養護教諭

　

教育課程にっぃて

　　　　　　　　　

５（１，５）

専門的機能について」 ９名 （１５．５％）， 「子ども健

　

無

　　

回

　　

答

　　　　　　　　　　

２３（６，９）
康問題の発見」１１名（１９．０％），「カウンセリング」

８名（１３．８％）が高率であった（Ｐ＜０．０５）． さら

に経験年数別についてみると，１５年未満のものは， 疾病予防５３名 （１８．７％）， 健康問題８３名（２９．
２％） が，１５年以上のものは， 健康問題の発見１１名 （２２．０％） が高率を示した 出身養成機関別に

みると， 現在「研究している」とするものは，「三短」９名 （４０．９％），「その他」１７名 （４１．５％）は

低率であったが，「三養」５７名 （６２．０％），「看十１」４２名 （６０．０％） は高率を示した。 また 「研究

テーマ」 についてみると，「三短」「その他」「看十１」 の出身者は， 健康問題及びその発見に，「二

養」「二短」 は， 疾病予防， 健康問題に，「四大」「三養」 は， 保健教育 （学習， 性教育）， 保健指導

（行動化） などに高率を示した。 云うまでもなく 「三短」「その他」「看＋１」 は看護系養成機関で

あり，「四大」「三養」 は教育系養成機関であることからみると， 出身養成機関によって研究テーマ

に１つの傾向が表われているものとして興味深い．

　

学校規模別についてみると， 児童生徒数１００名以下 （８０名，５７．１％），１００～５００名 （１４０名，５３．
０％），５００～１，０００名 （７４名，４９．３％），１，０００名以上 （４０名，４０．４％） で大規模校になるほど「研

究している」とするものが低率の傾向を示している． また「研究テーマ」についてみると，１，０００名

以上の大規模校の養護教諭ほど 「養護教諭の専門的機能について」「健康問題の発見について」 が，
小規模校ほど「疾病の予防」 が高率を示した

　

特に注目しなければならないことは， 大規模校の養

護教諭がなぜ 「養護教諭の専門的機能について」 を研究テーマを多くもっているかということであ

る． 近年， 児童生徒の身体的， 精神的疾病構成の変容や彼らをとりまく社会的， 心理的環境の変化

に１人の養護教諭がいかに対応するかという問題意識のあらわれである。 特に複雑化， 多様化する

機能へ専門的に対応することは不可能な状態である。 現職養護教諭の複数配置に関する調査３〉によ

課

　　　　　　　　　　

題 １１＝３３４

疾病予防に関するもの ５６（１６．８）

学校安全に関するもの ８（２．４）

登校拒否， 脊柱異常， 肥満などの健
康問題について

９３（２７，８）

健康問題の発見に関するもの ３７（１１．１）

保健教育（学習）に関するもの ５９（１７，７）

養護教諭の専門的機能について ２５（７，５）

学校保健組織に関するもの １１（３，３）

カウンセリングに関するもの １７（５，１）

保健の行動化（指導）について ３１（９，３）

教育課程について ５（１，５）

無

　　

回

　　

答 ２３（６，９）

（３３）



３４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

片

　

岡

　

繁

　

雄

ると，１，０００名以上の学校の複数配置に対する賛成率は，６６．７％で他の規ホ莫校に比べて高率であるこ

と，さらに複数配置必要数は２人とするもの６１．６％，３人以上とするもの２０．２％であることなど大

規模校における配置は， 複数配置が緊急の課題であろう．

４． 要

　

約

　

北海道における現職養護教諭の研修， 特に校外研修活動及び学会活動についての実態とそれらが

校種別， 経験年数別， 出身養成機関別， 学校規模別にどのように異なるかを調査し， 次の結果を得

た．

１） 過去１年間に主として教育委員会が主催した公的研修会に「参加した」とするものは５７．１％で

あり， 主として教育委員会以外の団体が主催した私的研修会に「参加した」とするものは４２．５％で

あった． 参加回数については， 公的研修会で１回とするもの５２．２％， ２回とするもの２３．４％， ３回

以上とするもの２３．４％であり，私的研修会で１回とするもの３８．３％，２回とするもの２５．３％，３回

以上とするもの３３．２％であった．「参加した」とするものを校種別にみると， 公的研修会で高校は，
小学， 中学に比べて低率であった．経験年数別にみると， ３年未満， ９年以上１２年未満，２０年以上

の順で高率を示したが， 全体としては１２年未満のものは，１２年以上のものに比べて高率であった．
出身養成機関別にみると， 公的研修会において「二短」「四大」が， 私的研修会において「三短」が

高率であった．
２）校外研修会参加時の養護教諭の代行体制が「できている」とするものは４９．４％であった． 校種

別にみると， 高校は小学， 中学に比べて高率であった． 経験年数別にみると，１５年以上のものは，
１５年未満のものに比べて高率であった．学校規模別にみると，１，０００名以上の大規模校が高率であっ

た．

研修会参加時の旅費・宿泊費が確保されているとするものについては， 公的研修会において４１．

７％’確保されていないとするもの５８．３％であった．さらに校種別にみると，高校は，小学， 中学に

比べて， 経験年数別にみると２０年以上のものが２０年未満のものに比べて高率であった．
３）日本学校保健学会の会員であるとするものは４．１％であり，北海道学校保健学会の会員であるも

のは１４．０％であった． 校種別にみると高校が小学， 中学に比べて高率を示した． 経験年数別にみる

と，１５年以上のものが高率を示した．さらに出身養成機関別にみると，北海道学校保健学会では「三

短」 が， 日本学校保健学会では 「三養」「四大」 が高率を示した．
４） 私的研修会・サークルに加入しているものは８８．７％であり， 加入している研修会名のほとんど

は養護教諭部会であった． しかし 「教育に関する研修会」「性教育に関する研究会」「精神衛生に関

する研究会」 への加入も増加している． また現職養護教諭の私的研修会 （研究会） への１人平均加

入率は， 小学１．８， 中学１．７， 高校１．４であった．

５） 現職養護教諭が今後もちたい研修会のテーマは， 保健指導， 子どもの健康実態， 性教育， 精神

衛生に関するテーマであった．校種別にみると，小学では保健指導が，中学では子ども健康実態が，
高校では精神衛生が最も高率であった． 経験年数別にみると，１２年未満のものに「性教育」が高率

であった．

６） 研修会において 「発表の経験がある」とするものは４７．１％であり， テーマは保健指導， 子ども

の健康実態に関するものが高率であった．校種別にみると，ノｊ・学において保健指導が高率であった．
経験年数別にみると， 経験年数が多いものほど「発表の経験がある」 とするものが高率を示した．

（３４）



現職養護教諭の研修に関する調査研究（１）

「学会」での発表はすべて１５年以上のものであった． 出身養成機関別にみると，「四大」「三短」が

低率であった． 学校規模別にみると， 大規模校のものほど高率を示した。
７）現職養護教諭が「現在あるテーマを研究している」とするものは５１．２％であり，「研究していな

い」とするものは４８．８％であった．「研究している」ものを出身養成機関別にみると，「三短」「その

他」 は低率であったが，「三養」「看＋１」 は高率であった．

　

研修テーマを校種別にみると， 小学では疾病予防， 保健教育， 保健指導（行動化）に関するもの，
高校では健康問題の発見， 養護教諭の専門的機能， カウンセリングに関するものが高率であった。
また経験年数別にみると，１５年未満のものは， 疾病予防，健康問題に関するもの，１５年以上のもの

は， 健康問題の発見が高率を示した．

　

出身養成機関別にみると，「三短」「その他」「看十１」のものは， 健康問題及びその発見に関する

もの，「二短」「二養」 のものは， 疾病予防， 健康問題に関するもの，「四大」「三養」 のものは， 保

健教育（学習ｏ性教育を含む）， 保健指導 （行動化） に関するものが高率を示した。
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